
平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(15,000) (15,000) (11,625)

0 0 0

＜15,000＞ ＜15,000＞ ＜11,625＞

(6,000) (6,000) (4,650)

0 0 0

＜6,000＞ ＜6,000＞ ＜4,650＞

(6,000) (6,000) (4,650)

0 0 0

＜6,000＞ ＜6,000＞ ＜4,650＞

(10,000) (10,000) (7,750)

0 0 0

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜7,750＞

(16,000) (16,000) (12,400)

0 0 0

＜16,000＞ ＜16,000＞ ＜12,400＞

(78,000) (78,000) (60,450)

0 0 0

＜78,000＞ ＜78,000＞ ＜60,450＞

(19,000) (19,000) (14,725)

0 0 0

＜19,000＞ ＜19,000＞ ＜14,725＞

(3,000) (3,000) (2,325)

0 0 0

＜3,000＞ ＜3,000＞ ＜2,325＞

(7,000) (7,000) (5,425)

0 0 0

＜7,000＞ ＜7,000＞ ＜5,425＞

(57,500) (57,500) (44,562)

0 0 0

＜57,500＞ ＜57,500＞ ＜44,562＞

(2,351) (2,351) (2,057)

0 0 0

＜2,351＞ ＜2,351＞ ＜2,057＞

(105,128) (105,128) (91,987)

0 0 0

＜105,128＞ ＜105,128＞ ＜91,987＞

(9,060) (9,060) (7,927)

0 0 0

＜9,060＞ ＜9,060＞ ＜7,927＞

15   D

 市  直接   3    災害公営住宅整備事業（原釜地区）  原釜地区  市

16   D  -    4  -    2    災害公営住宅整備事業（明神前団地）  明神前団地  市  市

 -

 直接 3/4

3/417   D  -    4

 -    4  -    1  

 

 市  直接 5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（東部338号
線）

 岩子地区  市

 直接 5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（東部471号
線）

 柏崎地区  市  市

3/4  災害公営住宅整備事業（馬場野団地）  馬場野団地

 10

   9  

 市  市  直接

13   D  -    1  -

 D  -    1  -

14   D  -    1  -

 道路事業（市街地相互接続道整備）（東部339号
線）

 岩子地区  市  市  直接 5/9

5/9

12   D  -    1  -    8   

 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（東部327号
線）

 岩子地区  市  市  直接11  

7   D

   7  

 

 市  直接

10   D  -    1  -    6

   5   
 道路事業（市街地相互接続道整備）（東部123号
線）

 原釜地区  市

8   D  -    1  -    4   
 道路事業（市街地相互接続道整備）（法定外道
路）

 尾浜地区  市  市

 -

 直接 5/9

 直接 5/9

5/9

 市

9   D  -    1

 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（日下石石上
線）

 岩子地区  市

 -    1  -    3  

 

 市  直接 5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（東部86号
線）

 原釜地区  市

 直接 5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（東部113号
線）

 尾浜地区  市  市

5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（東部116号
線）

 尾浜地区  市  市  直接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

福島県相馬市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月現在

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

6   D  -    1  -    2

   1  5   D  -    1  -

事業
実施
主体

直接／間接



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

福島県相馬市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月現在

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

(31,613) (31,613) (27,661)

0 0 0

＜31,613＞ ＜31,613＞ ＜27,661＞

(1,289,721) (1,289,721) (1,128,505)

0 0 0

＜1,289,721＞ ＜1,289,721＞ ＜1,128,505＞

(22,174) (22,174) (19,402)

0 0 0

＜22,174＞ ＜22,174＞ ＜19,402＞

(9,655) (9,655) (7,241)

0 0 0

＜9,655＞ ＜9,655＞ ＜7,241＞

(364,000) (364,000) (291,200)

0 0 0

＜364,000＞ ＜364,000＞ ＜291,200＞

(602,939) (602,939) (527,571) 【他事業へ流用】（平成27年3月31日）

0 0 0

流用先：Ｄ-1-5　道路事業(市街地相互接続道整
備)(市道：東部123号線)他5件

＜602,939＞ ＜602,939＞ ＜527,571＞

流用額：578,168千円（448,077千円）【本工事費】
流用後交付対象事業費：24,771千円（国費：79,494
千円）

(1,672,270) (1,672,270) (1,463,236)

0 0 0

＜1,672,270＞ ＜1,672,270＞ ＜1,463,236＞

(751,347) (751,347) (657,428)

0 0 0

＜751,347＞ ＜751,347＞ ＜657,428＞

(2,049,050) (2,049,050) (1,792,918)

0 0 0

＜2,049,050＞ ＜2,049,050＞ ＜1,792,918＞

(158,908) (158,908) (139,044)

0 0 0

＜158,908＞ ＜158,908＞ ＜139,044＞

(349,514) (349,514) (305,824)

0 0 0

＜349,514＞ ＜349,514＞ ＜305,824＞

(292,366) (292,366) (255,820)

0 0 0

＜292,366＞ ＜292,366＞ ＜255,820＞

(399,980) (399,980) (349,982)

0 0 0

＜399,980＞ ＜399,980＞ ＜349,982＞

 

 市  直接 3/4  防災集団移転促進事業（高塚地区）  高塚地区  市

 直接 3/4  防災集団移転促進事業（磯部中西地区）  磯部中西地区  市  市   8

   7  30   D  -  23  -

 D  -  23  -

31   D  -  23  -

 防災集団移転促進事業（南ノ入地区）  南ノ入地区  市  市  直接 3/4

3/4

29   D  -  23  -    6   

  防災集団移転促進事業（新沼地区）  新沼地区  市  市  直接28  

24   D

   5  

 

 市  直接

27   D  -  23  -    4

   3    防災集団移転促進事業（荒田地区）  荒田地区  市

25   D  -  23  -    2    防災集団移転促進事業（刈敷田地区）  刈敷田地区  市  市

 -

 直接 3/4

 直接 3/4

3/4

 市

26   D  -  23

  防災集団移転促進事業（鷲山地区）  鷲山地区  市

 -  23  -    1  

 -

 市  直接 1/2  東日本大震災特別家賃低減事業

 馬場野、磯
部、原釜、細
田、明神前地

区

 市

 直接 4/5  1
 下水道事業（公共下水道（雨水幹線）整備事業）
（事業計画策定）

 尾浜、細田、
岩子地区

 市  市

3/4  防災集団移転促進事業（細田地区）  細田地区

   1

   1  

 市  市  直接

21   D  -    6  -

 D  -    4  -

22  ◆  D  -  21  -

 災害公営住宅家賃低廉化事業

 馬場野、磯
部、原釜、細
田、明神前地

区

 市  市  直接 3/4

3/4

20   D  -    5  -    1   

  災害公営住宅整備事業（細田地区）  細田地区  市  市  直接19     5  

 18   D  -    4  -    4  直接 3/4 市  災害公営住宅整備事業（磯部地区）  磯部地区  市



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

福島県相馬市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月現在

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

(587,073) (587,073) (440,304)

0 0 0

＜587,073＞ ＜587,073＞ ＜440,304＞

(46,515) (46,515) (37,212)

0 0 0

＜46,515＞ ＜46,515＞ ＜37,212＞

(10,000) (10,000) (7,750)

0 0 0

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜7,750＞

(7,000) (7,000) (5,425)

0 0 0

＜7,000＞ ＜7,000＞ ＜5,425＞

(46,000) (46,000) (35,650)

0 0 0

＜46,000＞ ＜46,000＞ ＜35,650＞

(7,000) (7,000) (5,425)

0 0 0

＜7,000＞ ＜7,000＞ ＜5,425＞

(18,000) (18,000) (13,950)

0 0 0

＜18,000＞ ＜18,000＞ ＜13,950＞

(9,000) (9,000) (6,975)

0 0 0

＜9,000＞ ＜9,000＞ ＜6,975＞

(32,000) (32,000) (24,800)

0 0 0

＜32,000＞ ＜32,000＞ ＜24,800＞

(80,000) (80,000) (62,000)

0 0 0

＜80,000＞ ＜80,000＞ ＜62,000＞

(73,000) (73,000) (56,575)

0 0 0

＜73,000＞ ＜73,000＞ ＜56,575＞

(12,000) (12,000) (9,300)

0 0 0

＜12,000＞ ＜12,000＞ ＜9,300＞

(6,000) (6,000) (4,650)

0 0 0

＜6,000＞ ＜6,000＞ ＜4,650＞

 D  -    1  - 5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：東部
501号線）

 磯部地区  市  市  直接45  

41   D

 21  

 

 市  直接

44   D  -    1  -  20

 19   
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：金草
線）

 磯部地区  市

42   D  -    1  -  18   
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：法定
外道路）

 磯部地区  市  市

 -

 直接 5/9

 直接 5/9

5/9

 市

43   D  -    1

 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：東部
491号線）

 磯部地区  市

 -    1  -  17  

 

 市  直接 5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：東部
519号線）

 磯部地区  市

 直接 5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：東部
520号線）

 磯部地区  市  市

5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：東部
521号線）

 磯部地区

 16

 15  

 市  市  直接

39   D  -    1  -

 D  -    1  -

40   D  -    1  -

 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：東部
320号線）

 岩子地区  市  市  直接 5/9

5/9

38   D  -    1  -  14   

 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：東部
328号線）

 岩子地区  市  市  直接37  

32   D

 13  

 

 市  直接

36   D  -    1  -  12

 11   
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：法定
外道路）

 新沼地区  市

34  ◆  D  -    1  -    1  -   1  震災後における代替輸送確保支援モデル事業  相馬港  市  市

 -

 直接 5/9

 直接 4/5

5/9

 市

35   D  -    1

 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：法定
外道路）

 岩子地区  市

 -  23  -    9  1/2  防災集団移転促進事業（事業計画策定）  細田地区ほか  市  市  直接



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

福島県相馬市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月現在

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

(29,000) (29,000) (22,475)

0 0 0

＜29,000＞ ＜29,000＞ ＜22,475＞

(105,000) (105,000) (81,375)

0 0 0

＜105,000＞ ＜105,000＞ ＜81,375＞

(90,000) (90,000) (72,000)

0 0 0

＜90,000＞ ＜90,000＞ ＜72,000＞

(90,000) (90,000) (72,000)

0 0 0

＜90,000＞ ＜90,000＞ ＜72,000＞

(40,000) (40,000) (32,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜32,000＞

(131,818) (131,818) (105,454)

0 0 0

＜131,818＞ ＜131,818＞ ＜105,454＞

(668,100) (668,100) (501,075)

0 0 0

＜668,100＞ ＜668,100＞ ＜501,075＞

(8,148) (8,148) (5,432)

0 0 0

＜8,148＞ ＜8,148＞ ＜5,432＞

(197,712) (197,712) (148,284)

0 0 0

＜197,712＞ ＜197,712＞ ＜148,284＞

(934,725) (934,725) (701,043)

0 0 0

＜934,725＞ ＜934,725＞ ＜701,043＞

(322,220) (322,220) (241,665)

0 0 0

＜322,220＞ ＜322,220＞ ＜241,665＞

(37,000) (37,000) (28,675)

0 0 0

＜37,000＞ ＜37,000＞ ＜28,675＞

(24,000) (24,000) (18,600)

0 0 0

＜24,000＞ ＜24,000＞ ＜18,600＞

 -    1  -  28   
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：東部
88号線）

 原釜地区  市  市  直接 5/9

   3  

 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：百槻
和田線）

 岩子地区  市  市  直接 5/9

61   D

  D  -  20  -    4

60   D  -    1  -  27

 市  直接 1/2 
 都市防災総合推進事業（防災情報通信ネットワー
ク整備）

 相馬市全域  市

  
 都市防災総合推進事業（防災備蓄拠点整備事
業）

 八幡地区  市  市  直接 1/2

 

 D  -  20  -

55   D  -  20  -

56

 都市防災総合推進事業（各地区防災拠点整備事
業）

 市沿岸部ほか  市  市  直接 1/2

1/3

54   D  -  20  -    2   

  都市防災総合推進事業（災害危険度判定調査）  相馬市沿岸部  市  市  直接53  

49   D

   1  

 

 市  直接

52   D  -  13  -    1

   2  -   1  継続的な被災者支援体制の確立事業
 応急仮設住宅

ほか
 市

50   D  -    1  -  26   
 道路事業(市街地相互接続道整備）(県道：原町海
老相馬線）

 蒲庭地区  県  県

 -

 直接 1/2

 直接 3/5

4/5

 市

51  ◆  D  -    4

 
 住宅・建築物安全ストック形成事業（がけ地近接
等危険住宅移転事業）

 原釜地区、尾
浜地区、磯部
地区、蒲庭地

区

 市

 -    1  -  25  

 

 市  直接 5/9 
 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：鹿島
前迫線）

 蒲庭地区  市

 直接 3/5 
 道路事業(市街地相互接続道整備）(県道：相馬亘
理線）

 原釜地区  県  県

3/5 
 道路事業(市街地相互接続道整備）（県道：原町海
老相馬線）

 磯部地区

 24

 23  

 県  県  直接

47   D  -    1  -

48   D  -    1  -

 道路事業（市街地相互接続道整備）（市道：鹿島
前迫線）

 蒲庭地区  市  市  直接 5/946   D  -    1  -  22   



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

福島県相馬市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月現在

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

(280,000) (280,000) (210,000)

0 0 0

＜280,000＞ ＜280,000＞ ＜210,000＞

(1,020,000) (1,020,000) (680,000)

0 0 0

＜1,020,000＞ ＜1,020,000＞ ＜680,000＞

(3,589,196) (3,589,196) (2,871,356)

0 0 0

＜3,589,196＞ ＜3,589,196＞ ＜2,871,356＞

(243,516) (243,516) (213,076)

0 0 0

＜243,516＞ ＜243,516＞ ＜213,076＞

(58,581) (58,581) (51,258)

0 0 0

＜58,581＞ ＜58,581＞ ＜51,258＞

(35,466) (35,466) (31,032)

0 0 0

＜35,466＞ ＜35,466＞ ＜31,032＞

(219,185) (219,185) (191,786)

0 0 0

＜219,185＞ ＜219,185＞ ＜191,786＞

(20,000) (20,000) (16,000)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜16,000＞

(8,316) (8,316) (6,652)

0 0 0

＜8,316＞ ＜8,316＞ ＜6,652＞

(17,413,147) (17,413,147) (14,247,619) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜17,413,147＞ ＜17,413,147＞ ＜14,247,619＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

相馬市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

 災害公営住宅駐車場整備事業

 馬場野団地、明神
前団地、原釜地区、
磯部地区、細田地

区、刈敷田地区、荒
田地区、南ノ入地

区、鷲山地区

 市  市  直接 4/582  ◆  D  -    4  -    1  -   1

 災害公営住宅整備事業（鷲山地区）  鷲山地区  市  市  直接 3/4

74  ◆  D  -  21  -    2  -   1  雨水排水対策事業（尾浜地区）  尾浜地区  市  市  直接 4/5

71   D  -    4  -    9   

 災害公営住宅整備事業（荒田地区）  荒田地区  市  市  直接 3/4

70   D  -    4  -    8    災害公営住宅整備事業（南ノ入地区）  南ノ入地区  市  市  直接 3/4

69   D  -    4  -    7   

 市  直接 4/5

68   D  -    4  -    6    災害公営住宅整備事業（刈敷田地区）  刈敷田地区  市  市  直接 3/4

 -    2  -    1  -   1  市街地復興効果促進事業  相馬市  市

   2   
 都市公園事業（原釜・尾浜地区防災緑地）
※用地費

 原釜・尾浜地
区

 県  県  直接 1/3

   1   
 都市公園事業（原釜・尾浜地区防災緑地）
※施設費

 原釜・尾浜地
区

 県  県  直接 1/2

市町村名 電話番号 (市)0244-37-2614　(県)024-521-7102 (市)k-kikaku@city.soma.fukushima.jp　(県)tiikiseisaku@pref.fukushima.jp

合計額

都道県名 担当部局名 (市)企画政策部企画政策課　(県)企画調整部地域政策課 (市)横山　哲也　(県)高橋　直人

62   D  -  22  -

63   D  -  22  -

64  ★  Ｆ


